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1.1 将来ビジョン 

（１）地域の実態 

【さいたま市の概況】 

○人口：約 130 万人          ○世帯数：約 59 万世帯 

〇生産年齢人口：約 83 万人     〇平均年齢：44.08 歳     〇高齢化率：22.9％ 

○面積：217.43              ○行政区：10 区 

○市内事業所数：41,330 事業所   ○市内従業者数：509,450 人 

○市内総生産（実質）：4 兆 1,588 億円     

 

さいたま市は、東京から 30km 圏の関東平野のほぼ中心に位置し、埼玉県の南東部に

位置する県庁所在地の内陸都市である。平成 13 年 5 月 1 日に旧浦和市・大宮市・与野市

の合併により誕生し、平成 15 年には全国で 13 番目の政令指定都市へ移行し、さらに、平

成 17 年の旧岩槻市との合併を経て、現在に至る。都市近郊にありながら、見沼田圃をは

じめ規模の大きな緑地や水辺が多く残っており、都市と自然が共存した街並みがさいたま

市の魅力である。 

多様な歴史的、文化的資源を持ち、大宮の盆栽、岩槻の人形、浦和のうなぎ等の伝統

産業が受け継がれているほか、Ｊリーグの浦和レッズ・大宮アルディージャのホームタウン

としても知られている。 

また、古くは中山道の宿場町として発展してきた歴史を持ち、現在は新幹線を始め、JR

各線や私鉄線が結節する東日本の交通の要衝となっている。 

国土形成計画首都圏広域地方計画においても、東日本の多種多様なヒト・モノ・情報が

集まる首都圏の対流拠点に位置付けられており、現在、北海道、東北、山形、秋田、上越、

北陸、長野の各新幹線が集結する「大宮駅」を中心に、東日本のネットワークの結節点とし

て、連携・交流機能と、災害時のバックアップ拠点機能の強化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．全体計画 （自治体全体でのＳＤＧｓの取組）  

 

※「市内事業所数」「市内従業員数」

は平成 28 年 6 月 1 日現在のもの、

「市内総生産」は平成 27 年度、その他

は平成 31 年 2 月 1 日現在のもの 
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【現状と課題】 

○人口 

 さいたま市の人口は、合併以来、一貫して増加傾向にあり、平成 30 年 9 月に 130 万人

を突破した。 

 一方で、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、2030 年以降、人口減少に転じ

る見込みであり、また、現在の高齢化率の上昇や生産年齢人口の減少は更に加速してい

く見込みである。 

 また、人口が急増した昭和 40 年代から 50 年代までに整備された公共施設の多くは老朽

化が進行しており、今後、大規模改修や建替が必要となる建物の大幅な増加が見込まれ

る。これらに加え、社会保障関連経費等の増大や多様な市民ニーズへの対応など、財政

運営はますます厳しくなることが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○環境・アメニティ 

環境保全と良好な生活環境の確保のためには、社会全体で環境への関心を高め、事業

活動や日常生活等のあらゆる場面で環境に配慮する取組が必要になる。また、太陽光等

の再生可能エネルギーやごみ焼却時の発電エネルギーの更なる活用など、新たなエネル

ギー施策の取組も重要な課題となっている。特に、平成 23 年 12 月から国の指定を受けた

「次世代自動車・スマートエネルギー特区」を活用した都市の低炭素化、エネルギーセキュ

リティの確保等、先進的な取組をこれまで以上に推進する必要がある。 

さいたま市のごみ総排出量は、年間約 41 万 5 千トン、市民一人 1 日あたり 882ｇ（平成

29 年度）であり、近年減少傾向にあるが、ごみ処理経費は年間約 170 億円と増加傾向に

あることから、より一層ごみ減量に取り組み、効率的なごみ処理体制を構築していく必要が

ある。 
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一方、さいたま市には、野鳥や水生生物等の様々な生き物が生息する緑地や水辺が現

存するなど、首都近郊にありながら、貴重な自然が多く残っており、今後はこれらの環境資

源を次世代に継承するべき財産として、保全・活用・創造を図ることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇健康・福祉 

 子育てしやすい都市の実現に向け、安心して妊娠・出産ができ、また子どもたちが心身と

もに健やかに成長できるよう、母子保健サービスの提供や地域ぐるみで子育てを支援する

体制を強化する必要がある。 

 また、高齢化率が上昇する一方で、健康寿命も延伸し、元気で活動的な高齢者も増加し

ている中、高齢になっても健康で生きがいを持って心豊かに暮らせるよう、日々の健康づく

りとともに、高齢者が自らの経験・知識を生かして、地域活動、スポーツ、仕事など様々な

場で参加し、交流し、活躍できるような環境づくりを促進する必要がある。さらに、高齢者が

住み慣れた地域で安心して暮らせるように、「地域包括ケアシステム」を構築することとして

いる。 

 加えて、さいたま市の障害者数が一貫して増加傾向にある中で、障害のある人に対する

差別や偏見をなくし、不当な制約を受けることがないように、障害に対する正しい理解を促

進することが重要である。 

 また、疾病予防と早期発見・早期治療の推進のため、乳幼児から高齢者に至るまでそれ

ぞれのライフステージやライフスタイルに応じた健康づくりと各種健康診査・検診の受診率

向上への取組が重要な課題となっている。 

 

〇教育・文化 

 さいたま市の教育については、知・徳・体・コミュニケーションのバランスのとれた子供を育
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成する教育を基本として、厳しい社会経済情勢の中、希望をはぐくむ教育を推進するため、

諸施策の充実を図る必要がある。 

 また、市民の多様化、高度化する学習ニーズに応えていくため、学習環境や機会の充実

など、各施策の一層の充実を図ることが求められる。 

 さらに、総合的かつ持続的な文化芸術の振興を図り、市民等が生き生きと心豊かに暮ら

せる文化芸術都市を目指すため、誰もが気軽に多様な文化芸術にふれあう機会の充実や

市民の文化芸術活動の活性化を図るとともに、さいたま市の歴史文化資源や文化芸術の

魅力を広く発信するなど、多様な取組を総合的に推進する必要がある。 

 

○都市基盤・交通 

 これからより深刻化が見込まれる少子高齢化、人口減少、環境問題など、市街地を取り

巻く社会経済情勢の変化に対応するため、将来的な人口構造の変化や各地区の特性・ニ

ーズを踏まえた市街地の質的な改善に向けた取組を進めるとともに、都市機能の集約化

や、地域特性を踏まえたにぎわいと交流を有する魅力的な都市空間の形成に取り組むこと

が必要である。 

 また、交通弱者の移動手段の確保、環境負荷の削減等を念頭に、過度な自動車利用か

ら公共交通機関や自転車・徒歩への利用転換を促進する必要がある。 

 

○産業・経済 

 さいたま市の農業は、農家人口の減少や従事者の高齢化、後継者不足、農地の減少が

進み、依然として厳しい状況にあることから、農業・農地が果たしている多面的役割が将来

にわたり持続的に発揮されるよう、地域ぐるみで農業を守り支えていくとともに、より多くの

市民が安心して地元の農産物を購入できるよう、地産地消の拡大に向けた総合的な取組

を進める必要がある。 

 さいたま市の産業は、首都圏の中心に位置し、東日本の交通の要衝という地理的優位性

に加え、高度な基盤技術を有するものづくり企業が集積していることから、新産業・新市場

に結び付く恵まれたポテンシャルを活かし、技術力の高い中小企業の競争力の一層の強

化や、環境や医療等、次世代を担う新産業分野への進出支援などを通じ、激化する企業

間競争を勝ち抜く企業育成が求められる。 

 また、多彩な地域資源の魅力を高め、活用していくことで、地域経済の活性化や交流機

会の増加、さらにはさいたま市のブランド力向上につなげていくことが求められる。 

 さらに、今後も見込まれる厳しい経済環境を乗り越えられる優秀な人材の育成が求めら

れることから、市内産業・企業のニーズに応じた産業人材育成等の支援に取り組むととも

に、働きたい市民のライフステージに応じ、多様なニーズに合わせて、子育て環境も含めた

幅広い魅力ある就労環境を整備することが求められる。 
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○安全・生活基盤 

 近年多発する豪雨災害や、今後見込まれる大規模地震に備え、災害に強い強靭なまち

を作るためには、建造物の耐震化推進や治水対策、災害時における被害の拡大阻止や被

害者救助などの「公助」の取組と共に、「自助」「共助」の対応力を高める取組が重要な課

題である。 

 

○交流・コミュニティ 

 年々多様化する人権問題の解消に向けて、人権教育や啓発などの各種施策を市民、事

業者、関係機関等と連携しながら、積極的かつ継続的に課題解消に取り組むことが必要で

ある。 

 また、単身世帯や夫婦のみ世帯の増加による、地域住民の交流の希薄化や地域社会の

機能低下が大いに懸念されていることから、人々が地域とのつながりに新たな生きがいを

見出し、地域への愛着心や誇りを育み、ひいては地域社会の活性化に結び付けていくこと

が大切である。 

 さらに、さいたま市における外国人市民は平成 31 年 2 月現在で 24,815 人、総人口に占

める割合は約 1.9％となっており、様々な分野におけるグローバル化や高度情報化の進展

や、入管法の改正に伴う新たな在留資格の創設により、国境を越えた人の移動や交流が

更に活発化することが見込まれる。 

国籍や民族などの異なる人々が互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとし

ながら、地域社会の構成員として共に生きていく多文化共生社会の実現に取り組み、地域

の活性化や都市としての魅力の向上につなげていく必要がある。 

 

○恒久平和の実現 

 平成 17 年の「さいたま市平和都市宣言」の制定や、「平和首長会議」への加盟により、国

際社会の一員として核兵器の廃絶と世界の恒久平和実現に貢献していくことが求められて

いる。 

 

（２）2030 年のあるべき姿 

 

【誰もが「住みやすい」「住み続けたい」と思えるさいたま市の実現】 

 

SDGs は、先進国、途上国、民間企業、NGO、有識者などのすべての関係者の役割を重

視し、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範な課題

に統合的に取り組むものとされている。そして、SDGs の 17 の目標には、あらゆる年齢の

すべての人々の健康的な生活の確保、質の高い教育の提供、持続可能な都市の実現な

どを掲げている。 
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この「誰一人取り残さない」という理念は、さいたま市が目指す「市民一人ひとりがしあわ

せを実感できる“絆”で結ばれたさいたま市」、「誰もが住んでいることを誇りに思えるさいた

ま市」とまさに同じ方向を向いていることから、SDGs の視点を十分意識しながら各種施策

を推進していくことで、2030 年に向けて、誰もが「住みやすい」「住み続けたい」と思えるさ

いたま市の実現に取り組んでいく。 

「さいたま市総合振興計画」（計画期間：2005～2020 年度）」（以下「総合振興計画」とい

う。）では、さいたま市のあるべき姿である将来都市像を「多彩な都市活動が展開される東

日本の交流拠点都市」、「見沼の緑と荒川の水に象徴される環境共生都市」、「若い力の育

つゆとりある生活文化都市」と定め、以下のように、持続可能な都市を目指している。現

在、検討中の 2021 年度以降の次期総合振興計画においては、SDGs の視点を重点戦略

に取り入れながら、策定していきたいと考えている。 

 

【多彩な都市活動が展開される東日本の交流拠点都市】 

 新幹線 6 路線などが集まる交通の要衝という特性に加え、東北自動車道などの高速

道路の利便性にも優れ、130 万人を超える人口規模、また、様々な都市機能の集積

があることから、ヒト・モノ・情報の拠点性を高めながら、新しい産業や多種多様な市民

活動を創造して、国内外と交流する活力ある自立都市を目指す。 

 

【見沼の緑と荒川の水に象徴される環境共生都市】 

 首都圏有数の自然資源として中央部には見沼田圃、西部には荒川、東部には自然豊

かな元荒川などがあり、また、様々な生物が生息する緑地や水辺も残されていること

から、このような空間を保全、再生、創出するとともに、地球環境問題にも積極的に取

り組み、人と自然が共生する緑豊かな都市を目指す。 

 

【若い力の育つゆとりある生活文化都市】 

 福祉・教育などの社会的なサービスや様々な生活基盤の充実を図り、すべての市民

が多様な価値観やライフスタイルに応じた質の高い、心豊かな生活を送ることができ

る都市づくりを進め、また、時代を担う人材を育て、新しい文化を生み出す個性と魅力

あふれる都市を目指す。 
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（３）2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

総合振興計画では、将来都市像の実現を目指すため、今後予測される人口減少や急激

な高齢化、変化の激しい社会経済情勢など、さいたま市を取り巻く厳しい環境に的確に対

応し、さいたま市の強みを有効に活用し、限られた経営資源（人材、財源など）を集中的に

配分する重点戦略を掲げている。 

これら重点戦略を基に、SDGs の「経済・社会・環境」の三側面における優先的なゴー

ル、ターゲットを以下のとおり定める。 

 

（経済） 

ゴール 8  ターゲット 8.1、8.2、8.3 

ゴール 9  ターゲット 9.5 

ゴール 17 ターゲット 17.17 

 

今後予測される人口減少局面においても、さいたま市の経済成長を持続させていくため

には、企業、大学、行政などが協力し合い、女性・高齢者・障害者など様々な人々が、働く

ことなどを通じて社会に参画し、さいたま市の強みを最大限に生かしつつ、これまでにない

新しい視点から多様なイノベーションを創出し、経済生産性を高め、地域経済を活性化して

いくことが必要である。 

そのため、経済の側面における優先的なゴールとして「8．働きがいも経済成長も」、「9．

産業と技術革新の基盤をつくろう」、「17．パートナーシップで目標を達成しよう」を定める。 

 

（社会） 

ゴール 3  ターゲット 3.8 

ゴール 4  ターゲット 4.1 

ゴール 5  ターゲット 5.1、5.5 

ゴール 11  ターゲット 11.2、11.7 

ゴール 17  ターゲット 17.17 

 

子ども・青少年の未来は、まちの未来でもあることから、教育や子育て支援に携わる

人々の活動の充実を図りながら、子ども・青少年がさいたま市の将来、ひいてはわが国の

将来を担う人材として成長するのを支えていくことが、暮らしの豊かさ、都市の魅力向上に

つながる。また、高齢者を含む市民一人ひとりの元気は、まちの元気であり、あらゆる市民

が豊富な知識と経験を生かし、地域社会など様々な場で元気に活躍することが、都市の活

力につながる。 

そして、自然災害に十分に備えるためには、市民、団体、事業者、行政など地域におけ

る多様な主体が、日頃から交流に努め、互いに支え合える関係を築くことが重要である。こ
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うした心の絆がもたらす一人ひとりの安全と安心は、まちの安全と安心そのものであること

から、災害に強く、人と人との心の結び付きがあり、誰もが安全に安心して暮らせること

が、都市の魅力向上、ひいては都市の活力につながるものである。 

そのため、社会の側面における優先的なゴールとして「3．すべての人に健康と福祉を」、

「4．質の高い教育をみんなに」、「5．ジェンダー平等を実現しよう」、「11．住み続けられるま

ちづくりを」、「17．パートナーシップで目標を達成しよう」を定める。 

 

（環境） 

ゴール 7   ターゲット 7.2 

ゴール 12  ターゲット 12.3、12.5 

ゴール 13  ターゲット 13.1、13.3 

ゴール 14  ターゲット 14.1 

ゴール 17  ターゲット 17.17 

 

さいたま市には、首都圏有数の自然資源をはじめ、快晴日数が多く、太陽エネルギーの

利用に適した気候、自転車を利用しやすい平坦な地勢、そして、「次世代自動車・スマート

エネルギー特区」の活用による先駆的な取組を積極的に進めているなどの強みがある。 

東日本大震災などを契機として、環境・エネルギーへの関心が高まるとともに、自らのラ

イフスタイルを見直そうという人も増えていると考えられ、今後は、市民・企業・団体等によ

る脱炭素化に向けた自主的な活動や多様な主体との連携をこれまで以上に進める必要が

ある。また、市民 10 万人が参加し、毎年実施している「ごみゼロキャンペーン」等の環境美

化活動は、世界的な課題となっている海洋プラスチック問題解決の水際作戦としても重要

であり、これまで以上に取り組む必要がある。 

そのため、環境の側面における優先的なゴールとして「7．エネルギーをみんなに そして

クリーンに」、「12．つくる責任 つかう責任」、「13．気候変動に具体的な対策を」、「14.海の

豊かさを守ろう」、「17．パートナーシップで目標を達成しよう」を定める。 
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1.2 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

   ※ＳＤＧｓ未来都市選定後の３年間（2019～2021 年度）に実施する取組を記載す

ること。 

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

さいたま市を取り巻く「経済・社会・環境」の状況の変化に的確に対応しつつ、目指すべ

き将来都市像の実現に向けた施策を総合的かつ計画的に推進し、また、様々なステーク

ホルダーとの協働により、自立的かつ持続可能な「誰もが住みやすい、住み続けたい」と思

える「SDGs 国際未来都市さいたま」を目指す。 

 目指すべき将来像の実現に向けて、以下の取組を総合的かつ計画的に推進する。 

 

①環境・アメニティ 

ゴール６  ターゲット 6.5、6.b 

ゴール７  ターゲット 7.2 

ゴール 12 ターゲット 12.2、12.3 

ゴール 13 ターゲット 13.3 

ゴール 14 ターゲット 14.1 

ゴール 15 ターゲット 15.8、15.a 

ゴール 17 ターゲット 17.17 

 

○自動車等による大気汚染物質や二酸化炭素の排出削減のため、自動車から公共交通

機関等への転換を促進するモビリティマネジメントや環境にやさしい運転であるエコドラ

イブを推進する。 

○民間施設・公共施設に、太陽光パネルや蓄電池等を設置し、災害時にも継続してエネル

ギー供給ができるハイパーエネルギーステーション（HES）の「B（民間との協働、公共施

設の活用）」、「C（電気外部給電を可能とする住宅、事務所との協定締結）」及び「V（次

世代バスから VtoX による電気供給）」を整備する。 

○国から地域指定を受けた「次世代自動車・スマートエネルギー特区」事業として、「さいた

ま版グリーンニューディール事業」の展開、「レジリエンス住宅認証制度」の創設、「スマ

ートホーム・コミュニティ先導的モデル街区コンセプト」の市内展開及び「新しい低炭素型

パーソナルモビリティ」の社会実装を実施する。 

○市民、事業者、大学、国等と連携し、電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、天然ガ

ス自動車（NGV）などの次世代自動車の普及を図る。 

○一般廃棄物の 3R 推進のため、市民及び事業者への啓発、小型家電など再生利用可能

な資源の回収を通じたリサイクルの推進、「フードシェア・マイレージ」等による食品ロス

削減によるごみの発生抑制に取り組む。 

○多様な動植物が生息する自然環境・水辺環境を保全し、市民の安全かつ快適な生活環
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境を確保するために、特定外来生物及び有害鳥獣の防除、水質監視、浄化槽の適正な

維持管理についての啓発指導、雨水貯留タンク設置の普及促進並びに市民との協働に

よる水辺環境美化活動等を実施する。 

○環境美化指導員の巡回・指導により主要駅周辺でのポイ捨て及び路上喫煙を防止する

とともに、市民参加型清掃活動「ごみゼロキャンペーン」を実施し、環境美化への市民意

識の醸成を図る。 

○みどりの街並みづくりに対する助成や、開発事業者等に対し緑化基準に基づく協議を行

うなど、多様な手法により市街地の緑化を推進するとともに、緑化啓発事業等の実施に

より、市民の緑に対する意識の高揚を促進し、市民との協働による緑豊かで潤いのある

街づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②健康・福祉 

ゴール３  ターゲット 3.2、3.b 

ゴール４  ターゲット 4.2、4.5 

ゴール 10 ターゲット 10.2 

ゴール 17 ターゲット 17.17 

 

○シルバーポイント事業、アクティブチケット交付事業、シルバー元気応援ショップ事業を

核とした支援により、高齢者の生活支援、外出支援、介護予防、社会参加促進及び地域

経済活性化を図る。 

○高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができる地域社会を形成するた

め、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの

基盤構築に向けて、高齢者の社会参加を促進するとともに、住民主体の活動意識を高

める地域の担い手の養成講座の開催、地域における介護予防活動のボランティアを行

ういきいきサポーターの養成講座の開催、地域支え合い推進員（高齢者生活支援コー

ディネーター）による地域資源などの把握・拡充などに取り組む。 

○高齢者の在宅生活を支えるため、地区社会福祉協議会が主体となった単身高齢者等へ
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の見守り活動や、見守り活動活性化に向けた研修、啓発事業を実施し、活動を行う地区

数の増加を図る。 

○障害者への虐待により緊急に分離保護が必要な障害者を保護するための場を増設し、

虐待への迅速な対応や未然防止に取り組むとともに、ノーマライゼーションカップや障害

者週間等のイベントや社会参加支援等を実施し、市民の障害者に対する理解度向上と

社会参加の促進を図る。 

○ハローワーク等での就労相談等を通じた障害者の就労定着支援を図るとともに、一般

就労が難しい障害者等に対しては、企業的経営手法を用いて最低限の公的支援で就労

の場を提供するソーシャルファームの創設を支援する。 

○生活困窮者に対する就労支援や、生活困窮世帯の子供や保護者への学習支援を実施

し、生活保護受給世帯も含めた生活困窮世帯の経済的な自立を促し、貧困の連鎖を防

止する。 

○市民の健康寿命の延伸を目指すため、地域活動団体との連携による啓発など、健康づ

くりを意識した生活スタイルの獲得に向けた一次予防の取組を推進するとともに、二次

予防として、早期発見・早期治療に向けた特定健康診査や 5 がん検診の一層の充実を

図る。 

○安心して子育てができる環境を整備するため、「妊娠・出産包括支援センター」を中心

に、相談や情報提供など、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援を行う。 

○ひとり親家庭の生活基盤の安定と向上を図るため、「高等職業訓練促進給付金」や「自

立支援教育訓練給付金」など切れ目のない就業支援サービスを提供する。 

○地域社会の中で、子どもが様々な世代との交流を通じて健全に成長できる環境づくりを

推進するため、多世代交流会食に取り組む団体への支援を実施し、事業実施箇所数の

拡大や利用者数増加を図る。 

○就業の有無等のライフスタイルに関わらず、幼児教育を希望する世帯の選択肢を増や

すため、一定の要件を満たす幼稚園を「子育て支援型幼稚園」として認定する制度を創

設し、その普及促進を図る。 

○発育や発達の遅れのある児童が認可保育所や幼稚園に通園する環境を更に整えるた

め、障害児保育事業を実施する認可保育所や、特別な教育的支援を擁する幼児を受け

いれる幼稚園の増加を図る。 
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③教育・文化 

ゴール４  ターゲット 4.1、4.3、4.4 

ゴール８  ターゲット 8.6、8.9 

ゴール 17 ターゲット 17.17 

 

○さいたま市独自の英語教育「グローバル・スタディ」について、カリキュラムの改善、効果

検証及びその結果に基づく研修などを実施し、一層発展・充実をさせるとともに、中学生

の海外派遣交流事業や、海外姉妹校との交流などを実施し、児童生徒への国際教育を

推進する。 

○困難を有する若者が一人でも多く円滑な自立を果たすため、若者自立支援ルームを運

営し、個人の状態に合わせた様々な個人支援プログラムを段階的に実施するとともに、

新たに第 2 若者自立支援ルームを開設し、より多くの若者への支援を実施する。 

○生涯学習関連施設や関係団体等連携した「さいたま市民大学」を継続して開設し、幅広

い年齢層に充実した学習の機会を提供する。 

○文化芸術を支える人材の育成、文化をいかした「まち」の活性化を図るため、市民参加

型の特色ある国際芸術祭を開催し、さいたま文化を創造・発信するとともに、学校への

芸術家の派遣や優れた文化芸術の鑑賞機会の提供等を通じて、児童生徒の文化芸術

に係る感性や想像力を育む。 

 

④都市基盤・交通 

ゴール９  ターゲット 9.1 

ゴール 11 ターゲット 11.2、11.7、11.8 

ゴール 17 ターゲット 17.17 

 

○「東日本中枢都市としての競争力強化」を図るため、大宮駅グランドセントラルステーショ

ン化構想の策定・推進を図り、大宮駅の機能高度化、駅前広場等の交通基盤整備及び

駅周辺のまちづくりの事業化を目指すとともに、駅周辺の公共施設の再編により、生み

出される跡地の活用方針を検討するなど、地域資源を生かし育てる連鎖型まちづくりの

活性化に取り組む。 

○市民に身近な公共交通を推進するため、コミュニティバスや乗合タクシーの新規導入・

運行改善について、地域の方々が主体的に取り組めるよう支援を行うとともに、市内路

線バス等のノンステップバスの導入に関して事業者へ支援を行うことにより、コミュニティ

バス等の地域公共交通の充実を図る。 

○自動車に過度に依存しない交通体系の実現のために、「さいたま市総合都市交通体系

マスタープラン基本計画」に基づき、各種交通施策を実施するほか、地域公共交通網形
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成計画等の計画の立案を行う。 

○「人と環境にやさしい 安全で元気な自転車のまち」を実現するため、「さいたま自転車ま

ちづくりプラン～さいたまはーと」に基づいた自転車のまちづくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤産業・経済 

ゴール２  ターゲット 2.3 

ゴール８  ターゲット 8.1、8.3 

ゴール９  ターゲット 9.2、9.5 

ゴール 17 ターゲット 17.17 

 

○東日本の連携都市によるフォーラムを開催するとともに、協議内容等を基にした連携事

業を検討・実施し、東日本全体の地域活性化及び地方創生を推進し、また、東日本連携

センターを核としたビジネス交流の機会を創出し、東日本の新たな経済圏創出を推進す

る。 

○東日本連携自治体間の地域資源を相互活用した広域観光振興を促進するため、「東日

本連携広域周遊ルート」を策定するとともに、周遊ルート及び連携自治体の認知度向上

に向けて、国内を始め、国外についてもターゲットを設定の上、情報発信を実施する。 

○農業経営者及び認定農業者の育成支援や法人化支援を実施し、農業の担い手育成及

び都市住民の農業への理解を深める取組を行うとともに、生産性向上のために、IT 技

術等を活用した先進的な農業技術及び経営モデルの確立と、農家への普及を行う。 

○地産地消の推進にあたり、新鮮で安全性に優れた市内産農産物の安定供給のための

生産者への支援を行うとともに、農商工連携やブランド化を推進する。 

○CSR 経営を推進する市内中小企業を「さいたま市 CSR チャレンジ企業認証制度」を実

施するとともに、ソーシャルビジネス推進のため、事業化支援、関係者間のネットワーク

構築を行う。 

○企業と大学等研究機関とのマッチングや人材育成等の産学交流促進を実施するととも

に、独創性・革新性に優れた技術を持つ市内研究開発型ものづくり企業を「さいたま市リ

ーディングエッジ企業」としてさいたま市が認証し、国際競争力の向上、販路拡大、技術

開発、人材育成等の支援を実施する。 

地図データ：Google 
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○「さいたま医療ものづくり都市構想」を推進し、さいたま地域の研究開発型ものづくり企業

が医療機器・ヘルスケア機器関連分野への新規参入や事業拡大を支援するとともに、

開発した商品の世界に通用するブランド力を確立するために、広く国内外へ情報発信す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥安全・生活基盤 

ゴール３  ターゲット 3.d 

ゴール４  ターゲット 4.a 

ゴール 13 ターゲット 13.1、13.3 

ゴール 17 ターゲット 17.17 

 

○地域の防災力向上のため、自主防災組織の結成・育成に取り組むとともに、防災アドバ

イザーによる自主防災組織の地区防災計画策定の指導、消防団の充実・強化等を図

る。 

○大規模災害が発生した際に起こり得る被害を防止・軽減し、迅速な復旧・復興ができる

よう、「さいたま市強靭化地域計画」や「さいたま市防災都市づくり計画」に基づく体制づく

り・都市づくりを推進する。 

○WHO が推進する「インターナショナルセーフスクール認証」の取組拡大を図るとともに、

「国際セーフコミュニティ」の認証取得を目指す。 

 

 

⑦交流・コミュニティ 

ゴール４  ターゲット 4.3 

ゴール５  ターゲット 5.1、5.5 

ゴール６  ターゲット 6.5 

ゴール 10 ターゲット 10.2 

ゴール 16 ターゲット 16.1、16.7、16.b 

ゴール 17 ターゲット 17.17 
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○男女共同参画推進センターに、男女共同参画社会についての学習機会の提供や相談、

市民の活動支援を実施するとともに、審議会等における女性の登用率向上を図る。 

○市民活動及び協働を推進するため、市民活動等に関する情報提供、イベントなどによる

相互交流の場の創出、マッチングファンド制度による助成など、市民活動等への支援を

行う。 

○さいたま市の国際化を推進し、市民の国際的な視野を広げるとともに、国際感覚の醸成

を図るために、スポーツ少年団の相互派遣や訪問団の相互派遣など海外姉妹・友好都

市と幅広い交流を進めていくとともに、海外都市との特定分野における交流や支援につ

いての取組を推進する。 

○JICA との連携により、ラオスに対して水道局の職員を専門家として派遣するとともに、ラ

オス研修生の受入れを行うとともに、民間企業におけるラオス進出の機会を支援するた

め、情報提供やサポート体制を強化する。 

○多文化共生社会の実現のため、日本語教室の実施や多言語による生活相談・情報発

信など外国人市民が暮らしやすいまちづくりを進めるとともに、ボランティアを活用した、

互いの文化・習慣を学ぶ講座・体験事業や交流の場を創出するイベントなどの実施によ

り相互理解を促進する。 

○国際社会の一員として、世界の恒久平和実現に貢献するため、「さいたま市平和展」な

どを開催し、戦争の悲惨さやおろかさ、平和の尊さや大切さを後世に伝えるとともに、市

民の平和意識の高揚を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の加速化に向けて】 

○民間事業者のノウハウやアイデア等が盛り込まれた提案を、さいたま公民連携コミュニ

ティや公民連携テーブルを有効的に活用し、市の課題解決、コストの削減、質の高い公

共サービスの提供を図るとともに、企業と様々な分野にわたる包括的な連携・協定を締

結し、各種取組を推進することで、市民サービスの更なる向上を図っていく。 

○「さいたまシティスタット※」を活用し、様々な業務においてデータに基づく課題分析や市

民ニーズの把握、組織マネジメント等を積極的に行う。 
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 ※「さいたまシティスタット」：業務で蓄積した情報や各種統計等の様々なデータを、幅広い分野において、施策の評価や 

検証、企画立案、業務改善等に活用する仕組みのこと 

 

（２）情報発信 

以下のコンテンツを積極的に活用し、市、市民、企業、団体等の取組を、市域内外を問

わず積極的に発信する。 

１．市報さいたま 

 ・毎月自治会を通じて全戸配布される広報誌で、区役所など市の出先機関にも配架して

いるほか、スマートフォン向けアプリ「マチイロ」やインターネット配信サービス「マイ広報

誌」でも発信している。 

 

２．インターネット 

 ・市ホームページ 

市政情報やイベント情報など様々な最新情報を見やすく、わかりやすく発信している。 

 ・ソーシャルメディア 

Facebook、ブログ、Twitter、LINE＠、Instagram、マチマチのソーシャルメディアを利用し

て、最新のトピックを、写真等を活用してわかりやすく情報発信している。 

 

３．メディア 

・テレビ広報番組「のびのびシティさいたま市」 

テレビ埼玉で毎週放送している市の広報番組で、イベント、グルメ、まちの最新情報を

放送している。 

・CityFM さいたまや FM NACK5 の情報番組や CM を活用し、イベントや災害、感染症の

注意喚起等の情報を発信している。 

 

（３）普及展開性（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開を含む） 

【他の地域への普及展開性】 

さいたま市の「スマートシティ」への取組は、住民にとって負担感のない「徹底的な省エ

ネ・温室効果ガス削減」と「市内経済の活性化」の両立、レジリエンス性の確保など、「暮ら

しやすさ」の更なる向上を目指し、国との連携や民間力の活用などにより、自治体の負担

を軽減する要素も取り入れながら実施しており、全国的に水平展開可能なモデルである。 

さいたま市のモデル事業の取組を、様々なステークホルダーとのネットワークやＭＩＣＥ施

策等を絡めながら、全国的、国際的に普及展開を図るとともに、これらの場を通じて、喫緊

の課題や自治体が果たすべき役割、今後のありかた等について、定期的な意見交換、情

報共有ができる場を積極的に設けていく。 
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【市内企業等への普及展開性】 

自らの事業活動の維持・拡大を図りつつ、社会的健全性を両立させる企業経営の推進

を図ろうとする意欲のある市内中小企業を「さいたま市 CSR チャレンジ企業」として認定し

ている。 

CSR に取り組む認定企業の PR 支援や、CSR に取り組む企業間の勉強会、CSR 課題

に応じたビジネスマッチング機会の提供を通じて、地域経済の持続可能な発展やさいたま

市の産業のイメージアップ、社会課題の解決促進を図る。 

 

【自治体 SDGs モデル事業の普及展開策】 

・(仮称)E-KIZUNA グローバルサミット開催に向けたパートナーシップの構築 

電気自動車をはじめとした次世代自動車普及に取り組む自治体、企業間ネットワークを

より多元的で広域的なものとし、日本の優れた環境技術の発展に寄与するとともに、持続

可能な低炭素社会の実現を目指して、平成 22 年度から毎年開催している「E-KIZUNA サ

ミット」の場を活用し、様々なステークホルダーと連携をしながら、取組の普及展開、成功事

例の共有を図り、新たな取組につなげていく。 

また、海外の環境先進都市との交流・連携を通じ、さいたま市の取組を更に国内外に発

信するため、本サミットをさらに発展させた「（仮称）E-KIZUNA グローバルサミット」を、イク

レイ（Local Government for Sustainability）や国（環境省等）との連携も図りながら、2021 年

に開催し、情報発信や交流の場を通じて、さいたま市のモデル事業の普及展開を図る。 
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1.3 推進体制 

（１）各種計画への反映 

さいたま市において、SDGs の達成目標は、さいたま市が目指す「市民一人ひとりがしあ

わせを実感できる“絆”で結ばれたさいたま市」、「誰もが住んでいることを誇りに思えるさい

たま市」と同じ方向を向いているものであり、総合振興計画をはじめ各種計画の推進によ

り、既に SDGs の取組を進めているところである。 

総合振興計画、環境基本計画は 2021 年度に改定、ほか各種計画は順次改定を予定し

ており、改定に合わせて SDGs 推進の視点を各種計画へ反映させていく。 

 

【さいたま市総合振興計画】 

現行総合振興計画の計画期間が 2020 年度をもって満了することから、現在、次期総合

振興計画策定の検討を進めている。 

次期総合振興計画の計画期間は 2021 年度から 2030 年度を予定し、SDGs「2030 年の

あるべき姿」を計画で描きながら、各重点戦略、各施策展開において、実現される 17 のゴ

ールが示されること等を予定する。 

 

【さいたま市まち・ひと・しごと創生総合戦略】 

現行総合戦略の計画期間（2019 年度）満了後、総合振興計画の改定と合わせて、次期

総合振興計画と一体化することを検討中である。 

 

【さいたま市環境基本計画】 

現行環境基本計画の計画期間は 2020 年度に満了する。改訂において、SDGs17 のゴ

ールのうち、環境分野に関連する項目の達成に向けた取組と、環境基本計画における施

策展開の方向性を一致させ、その関係を計画に明記すること等を予定する。 

 

【その他の各種計画】 

さいたま市産業振興ビジョン（計画期間満了 2020 年度、）さいたま市都市計画マスター

プラン（目標年次 2030 年）など、その他各種計画においても順次計画期間満了又は計画

期間中の改定を予定、SDGs 推進の視点を取り込んでいく。 

 

（２）行政体内部の執行体制 

１．さいたま市地方創生・成長加速化戦略統合推進本部 

SDGs 推進にあたり、「さいたま市地方創生・成長加速化戦略統合推進本部」において

SDGs 関連施策の一体的な実行、管理を実施する。 

さいたま市長を本部長、関係各局長等を本部員とし、市長のリーダーシップのもと、スピ

ード感を持った SDGs の推進を実現するとともに、重点的に立案、実施する施策に関してプ
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ロジェクトチームを設置し、機動的な課題対応により施策展開を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．未来都市推進部の新設及び SDGs 関連事業の更なる推進 

2019 年度に組織改正を予定しており、「未来都市推進部」を都市戦略本部に設置する。

未来都市推進部の新設により「次世代自動車・スマートエネルギー特区」における重点事

業等を加速度的に推進するとともに、ICT の高度活用を所管する「情報政策部」を新たに

都市戦略本部内に置き、都市戦略本部の機能強化を図る。全庁に横展開しやすい組織を

構築することにより、SDGs に関連する事業について一層の推進が見込め、関連施策との

連携が向上する。 

（３）ステークホルダーとの連携 

さいたま市では、これまで環境未来都市に係る取組を中心に、産官学のステークホルダ

ーと連携をして地域の課題解決に協働で取り組んできた。そのほか、個別の連携協定に

基づく多様なステークホルダーが事業に参加、支援や応援をいただきながら、各種取組を

進めている。 

SDGs の推進にあたっては、これら多岐にわたるステークホルダーを巻き込み、連携して

SDGs 目標達成に貢献できる仕組みづくり進めていく。具体的には、2018 年より新たに立

ち上げた「CS パートナーズ」を軸とし、ステークホルダーと一体となった SDGs 推進体制構

築を図っていく。 

また、さいたま市を中心とする東日本地域の都市間連携「東日本連携」においては、広

域の自治体間による SDGs の推進が可能である。現在、地方創生の取組として各都市が

力を入れている「東日本連携」を活用することで広域連携による課題解決やゴール達成の

加速化は大いに期待でき、今後、「東日本連携」で自治体 SDGs 連携の可能性についても

検討を進めていく。 

 

１．域内外の主体 

○包括連携協定企業等 

さいたま市と企業等がそれぞれの資源や特色を生かしながら、多岐にわたる分野にお

 

 

 

さいたま市地方創生・成長加速化戦略統合推進本部会議 

副市長、都市戦略本部長、総務局長、財政局長、市民局長、 

スポーツ文化局長、保健福祉局長、子ども未来局長、 

環境局長、経済局長、都市局長、建設局長、幹事区長、 

消防局長、水道事業管理者、教育長 

プロジェクトチーム 
(1)東日本の中枢都市づくりの推進・東日

本広域経済圏構想 PT 

(2)日本一安全で環境にやさしい「都市の

強靭化」PT 

ほか５PT 

事務局：都市戦略本部 

本部長：さいたま市長 
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いて市民サービスの向上と地域の活性化を図ることを目的に協定を締結、連携を進めてい

る。 

2019 年１月現在、協定締結団体は 8 団体、SDGs 推進にあたってはすべての団体が

CS パートナーズになっており、密接な連携体制を構築している。 

・生活協同組合コープみらい、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社武蔵野銀行、 

イオンリテール株式会社、損害保険ジャパン日本興亜損保株式会社、 

東京海上日動火災保険株式会社、日本郵便株式会社さいたま市内郵便局、 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

 

○環境未来都市推進関連企業等 

環境未来都市推進にあたり E-KIZUNA Project 協定や相互協力に関する協定などを締

結し、事業に取り組んでいる。環境未来都市推進事業のステークホルダーであり、SDGs

推進においては「次世代自動車・スマートエネルギー特区」等の取組を連携して進めてい

く。 

・日産自動車株式会社、三菱自動車工業株式会社、株式会社 SUBARU、 

本田技研工業株式会社、トヨタ自動車株式会社、三井不動産リアルティ株式会社、 

イオンリテール株式会社、ヤマハ発動機株式会社、 

東京電力エナジーパートナーズ株式会社、ICLEI、会津若松市 

 

○さいたま市 CSR チャレンジ企業 

自らの事業活動の維持・拡大を図りつつ、社会的健全性を両立させる企業経営の推進

を図ろうとする意欲のある市内中小企業を、「さいたま市 CSR チャレンジ企業」として認定

している。 

地域経済の持続可能な発展やさいたま市産業のイメージアップ、さらに社会課題への解

決促進を図るため、認証企業への PR 支援や勉強会の開催、CSR 課題に応じたビジネス

マッチング機会の提供を行い、市内企業の SDGs に向けた取組の機運醸成を図っていく。 

・さいたま市 CSR チャレンジ企業 95 社（H30.11.20 時点） 

 

○教育機関 

 市内近隣 12 大学で組織される「大学コンソーシアムさいたま」と包括連携協定を締結し、

密接な協力と連携がなされている。「学生政策提案フォーラム」等 SDGs 推進に係る地域

課題解決や先進的取組、社会実験の場や機会を提供し、SDGs の取組の先行実装を進め

ていく。 

・埼玉大学、埼玉県立大学、浦和大学、共栄大学、慶應義塾大学、芝浦工業大学、 

聖学院大学、日本大学、人間総合科学大学、放送大学、目白大学、 

国際学院さいたま短期大学 



22 
 

２．国内の自治体 

○東日本連携都市 

東日本各都市の課題解決や将来にわたって活力ある都市の持続を実現するため、2015

年より東日本地域の広域連携「東日本連携」を進めている。連携都市間では具体的な連携

事業をさまざまな課題解決の手法で取り組んでおり、広域の自治体間による SDGs 推進に

ついて活用していく。 

・函館市、青森市、八戸市、盛岡市、仙台市、秋田市、山形市、福島市、会津若松市、 

郡山市、宇都宮市、小山市、那須塩原市、みなかみ町、さいたま市、新潟市、三条市、 

魚沼市、南魚沼市、高岡市、氷見市、南砺市、金沢市、長野市、上田市 

 

○国内友好都市 

さいたま市では、国内の４つの都市と連携を結び、文化・スポーツ・教育・産業等の分野

で相互の交流を図っている。 

・南会津町、南魚沼市、鴨川市、みなかみ町 

 

〇会津若松市 

スマートシティ・観光・商工の各分野における知見及び地域資源を活用した連携、安心・

安全で快適・便利なまちの実現並びにまちの活力の維持・創造に資することを目的として

連携協定を締結している。 

 

３．海外の主体 

○JICA 

 1994 年より JICA（国際協力機構）と連携し、ラオスの水道分野への専門家派遣や研修

受入を継続的に実施している。2018 年度より、JICA の技術協力プロジェクト「水道事業運

営管理能力向上プロジェクト」に参画、「水道公社における上水道管路維持管理能力向上

支援事業」を実施し、SDGs 達成への貢献に努めている。 

 

○ドイツ産業クラスター 

 ドイツ・バイエルン州の 2 つの産業クラスターと経済協力関係に係る覚書（MoU）を締結

し、国際展開に必要な経営基盤の強化支援や、外国企業との技術交流・商談の機会創出

を行っている。 

・Cluster Mechatronik & Automation e.V. （メカトロニクス及び自動化技術に関する産業

のネットワーク機関） 

・Forum MedTech Pharma e.V. （医療技術に関する産業のネットワーク機関） 
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○海外姉妹友好都市 

 さいたま市では、世界の 6 つの都市と海外姉妹・友好都市連携を結び、国際化の推進と

相互の交流を図っている。 

・メキシコ合衆国 トルーカ市、中華人民共和国 鄭州市、 

ニュージーランド ハミルトン市、アメリカ合衆国 リッチモンド市、カナダ ナナイモ市、 

アメリカ合衆国 ピッツバーグ市 
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2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

SDGs 国際未来都市・さいたま 2030 モデルプロジェクト 

 

（課題・目標設定） 

 ゴール 7  ターゲット 7.1 、7.3 、7.a 

 ゴール 8  ターゲット 8.9 

 ゴール 9  ターゲット 9.1 

 ゴール 11 ターゲット 11.2、11.5 

 ゴール 12 ターゲット 12.6 

ゴール 17 ターゲット 17.16、17.17    

 

【経済面における解決を目指す課題】 

・交流人口の拡大と情報発信拠点の整備 

 

【環境面における解決を目指す課題】 

・脱炭素化とスマートシティの推進 

 

【社会面における解決を目指す課題】 

・少子高齢化・人口減少化時代における誰もが住んでいることを誇りに思えるまちづくり 

 

（取組の概要）経済面 

・東京圏の政令指定都市であるさいたま市は、国土形成計画、 

首都圏広域地方計画が推進される中において、スーパーメガ 

リージョンと東日本各地域を接続する東日本の玄関口として、 

また、東京圏のハブとしての役割を果たしていくことが期待さ 

れており、その地理的特徴を生かし、さいたま市を含む東日 

本全体の「新たな経済圏の創出」を目指す。 

・具体的な策として、東日本の「食」や「地域の産業」を中心に交流・発信・活性化を促す地

方創生の場として「東日本連携センター」を開設し、ヒト・モノ・情報を発信するプラットフォー

ムとして確立させていく。 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 



25 
 

【大宮駅周辺】ヒト・モノ・情報発信のプラットフォーム 

 

 

 

 

 

 

（取組の概要）環境面 

・さいたま市の「スマートシティ」への取組は、住民にとって負担感のない「徹底的な省エネ・

温室効果ガス削減」と「市内経済の活性化」の両立、レジリエンス性の確保など、「暮らしや

すさ」の更なる向上を目指し、国との連携や民間力の活用などにより、自治体の負担を軽

減する要素も取り入れながら実施しており、全国的に水平展開可能なモデルである。 

・浦和美園地区では、さいたま市の目指すスマートシティのモデル地区として、「公民＋学」

が連携し新たな地域サービスの創出や地域ブランド力の強化等に取り組んでいる。 

・また、平成 22 年度からは、EV 普及に向けた広域的な会議「E-KIZUNA サミット・フォーラ

ム 」を開催しており、国土交通省、経済産業省、環境省、各市の首脳や関係団体など国

内でのプラットフォーム作りを行ってきた。 

・今後、これらの取組の進捗管理を行うとともに、実証実験中の事業は早期実装を目指し、

既に採算性が見込めるなど事業として確立しているものは、全市・全国・世界展開に向け

取組を加速させていく。 

 

【浦和美園地区】スマートシティのモデル構築に向けた「公民＋学」連携のまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組の概要）社会面 

・平成 30 年度には、住みやすいと思う人の割合＝市民満足度(CS)と定め、市民満足度

90％と以上とする「CS90 運動」を展開している。 
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・この CS90 運動に賛同している企業・団体を CS パートナーズと名付け、様々な施策の包

括的な支援や環境に対する取組など SDGs の視点も取り入れた市民協働を積極的に展開

していく。CS パートナーズの他、個別事業のパートナーシップを締結している団体も多くあ

り、官・民・学が連携したパートナーシップをより強固なものにしていく。 

 

（２）三側面の取組 

 

①経済面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
8.9 

入込観光客数 

現在（2017 年）： 

2,496 万人 

2021 年： 

3,000 万人 

 

9.1 

市内総生産（実質） 

現在（2017 年）： 

4 兆 1,588 億円（2015 年） 

2021 年： 

4 兆 9,713 億円 

 
11.2 

都市計画決定に向けた手続 

現在（2019 年 3 月）： 

・GCS プラン（骨子案）の整理 

2021 年： 

・GCS プランの策定 

※GCS：大宮駅グランドセントラルステーション化構想 

 

①－１ 東日本連携センターの創設 

・さいたま市の地域全体が東日本連携を応援する体制を整え、東日本連携の受け皿となる

ことで、大宮駅を中心とした東日本各地のビジネス、観光等の交流人口の対流拠点とな

り、人・モノ・情報の交流による新たなビジネスの創出、東日本の逸品の掘り起しを始めと

する地域の稼ぐ力の創出、東日本各都市の情報発信と浸透、東日本全体への観光客の

増加を図る。 

・東日本連携センターの設置により、テスト販売、東日本各都市の情報発信や PR、打合せ

スペース等、ヒト・モノ・情報の交流を中心とした拠点となる場所づくりを行う（平成 31 年 3

月末開設）。東日本の商材の販路拡大事業については、センター及びその周辺の地域を

活用し、有機的に組み合わせながら実施する。 

 

(具体的な広域連携策) 

・2020 年東京五輪を題材とした連携事業として、「アメリカ」をターゲットとしてオリンピック

の前から戦略的に共同 PR を進めていく。(経済・社会面) 
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・東日本連携センターにて、地方創生に資する「シティプロモーション」、「ビジネスマッチン

グ」、「交流機能」を展開することで、交流人口の拡大や企業間取引の増加に繋げていく。

(経済・社会面) 

 

 

 

 

 

 

 

 

・さいたま市は、2020 年東京五輪でサッカーなどの会場となるため、連携市である新潟県

南魚沼市の雪を活用した暑さ対策の一環として、2019 年の夏に実証実験を行う。涼しい空

気を吹き出す「雪のクーラー」を会場周辺に設置し、小さな袋に詰めた雪を配布する。(環境

面) 

 

①－２ 大宮駅グランドセントラルステーション化構想 

・さいたま市の都心である大宮駅周辺において、駅前 

広場を中心とした交通基盤整備、駅前広場に隣接する 

街区のまちづくり、乗換改善等を含めた駅機能の更なる 

高度化を三位一体で推進するため、平成 30 年 7 月に 

『大宮駅グランドセントラルステーション化構想』を策定 

した。 

東日本のハブシティとして、以下の取組を推進する。 

(経済・環境・社会面) 

(1)東日本の交流拠点に相応しい多様な都市機能の導入 

・北海道、東北、上信越、北陸をはじめとした各都市･各地域との交流･連携を強化し、 

ビジネスの新拠点を形成 

・大宮を通る全ての新幹線が停車することを背景に、大宮に訪れたくなる話題性と 

集客性を備えたコト・消費型機能を導入 

・駅周辺のまちと連携しながら多様な世代がバランス良くミックスされた住宅を確保 

(2) 駅東西を結ぶ新たな東西軸の整備 

・新たな東西通路を整備するとともに、駅を中心としたロの字型の歩行者ネットワークを 

整備 

・鉄道のまち大宮を PR する視点場等の付加機能を確保 

・東西通路の整備に合わせた乗換改善を実施（回遊性の向上、災害時の混雑緩和、 
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代替路の確保等） 

(3) 「シンボル都市軸」、「賑わい交流軸」の形成 

・住民が誇りを感じ、来街者が大宮の風格や品格を感じるような、駅に直結するシンボ 

リックで快適な歩行者軸を形成（中央通り） 

・「駅とまちとの結節点」に、まちを一望する視点場や駅とまちをつなげる縦動線を確保 

・駅から一番街、一の宮通り、氷川参道などを結びつけ、沿道に並ぶ高感度な路面店や 

飲食店から賑わいを感じる歩行者軸を形成 

(4) 多様な交流を促す交流広場の新設整備 

・東日本の企業や団体等が見本市、企業 PR、イベント等を行えるとともに、地域住民や 

地元商店街等がお祭り・イベント等で活用できる交流広場を整備 

・大規模災害等の一時避難に対応できる広場空間（一時退避場所）の確保等 

(5) 広域交通結節点に相応しい交通広場の再整備 

・不足しているタクシー乗降場の拡充やバス乗降場等の適正配置による集約化、地下 

空間の活用等も視野に入れたコンパクトでも利用しやすい交通広場を再整備 

・バリアフリー化が図られ、インバウンドにも対応した案内情報の提供や、雨にも濡れない 

屋根等を備えた交通広場を整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業費） 

 3 年間（2019～2021 年）総額：1,185,665 千円 

 

②社会面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
7.1 

7.3 

7.a 

シェアサイクル年間利用回数 

2018 年 11 月～2019 年 1 月： 

27,591 回 

2021 年 4 月～2022 年 3 月： 

540,000 回 
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 17.16 

17.17 

市民意識調査においてさいたま市に「住みやすい」「住み続けた

いと思う人の割合 

2018 年： 

84.2%・86.1% 

2021 年： 

90%以上 

企業と連携した取組数 

2017 年： 

180 事業 

2021 年： 

2021 年までに 540 事業 

（2019 年から 3 年間の累計） 

 

②－１ CS90 運動 

・さいたま市では、東京オリンピック・パラリンピックが開催される 2020 年までに、「さいたま

市が住みやすい」と思う人の割合を 2020 年までに 90%以上にする＊「さいたま市 CS90 運

動」に取り組んでいる。 ＊CS…Citizen Satisfaction＝市民満足度 

・さいたま市の運動に賛同していただける企業・団体を*ＣＳパートナーズと名付け、「さいた

ま市」と「CS パートナーズ」が共同し、「CS90 運動」を全力で推進すべく平成 30 年度には、

CS90 運動共同宣言式を開催した。 ＊大学、サッカークラブ、銀行など 29 団体が加入 

・今後も地域のゴミ拾いから市民への健康セミナー、市の事業への協力など幅広く活動し

ていくとともに、まちづくり団体や、サッカークラブなどの市民と繋がりが深い団体こそが

2030 年に目標としている「住みやすいまちづくり」を達成するための重要なエンジンとなる

と考えており、今後も官・民・学一体となって推進していく。 

 

 

 

・ 

 

 

 

②－２ 民間企業との連携(民間シェアサイクル) 

・さいたま市は、「さいたま自転車まちづくりプラン～さいたまはーと～」（平成 28 年 3 月策

定)に基づき、コミュニティサイクル事業の推進として、さいたま市コミュニティサイクルの利

用促進及びエリア拡大等を行ってきた。 

・公設民営方式にて、サイクルポート 24 箇所、自転車 400 台で運営し、利用は年々増加

傾向にある。しかし、サイクルポート用機器が非常に高価なため、簡易にポートを増やすこ

とができず、ポート数が大きく不足していた。 

・平成 29 年夏頃より、全国的に複数の民間事業者間で、シェアサイクルを事業として成り

立たせ、持続可能な形で運営していこうとする取組が活発化し、さいたま市内でも、同年
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11 月にコンビニエンスストアなどに 100 箇所以上のシェアサイクルポートが設置されたとこ

ろである。 

・このような状況の中、シェアサイクルの利用促進・エリア拡大のため、民間事業者との連

携が必要と判断し、新たな都市の交通システムとしてのシェアサイクルの普及を、民間事

業者と連携して実施することの有効性及び課題を検証することを目的として、本市全域を

対象に、公共用地を活用しシェアサイクルポートを設置する実証実験を行うこととした。 

・平成 30 年 11 月～平成 33 年 3 月を実証実験期間として、民間事業者のシェアサイクル

ポートの密度を高め、利用状況の分析、事業の効果や採算性の検証、本格導入に向けた

課題の整理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（事業費） 

 3 年間（2019～2021 年）総額：4,756 千円 

 

③  環境面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

  

7.a 

11.6 

 

市民 1 人当たりの温室効果ガス排出量 

現在(2017 年)： 

4.20t-CO2（2015 年度） 

2021 年： 

3.13t-CO2（※～2020 年度） 

 
12.5 

市民１人１日当たりのごみ総排出量 

現在（2017 年）： 

882g 

現在（2021 年）： 

862g 

 

 

■環境にやさしい 

■ の利便性向上 ■経済波及 

コンビニやスーパーにポートを設置 

・コンビニやスーパーにポートを設置 

することで、買物客など増加する。 

・自動車に頼らない環境にやさしい交通システム 

移動手段の利便性が向上する。 



31 
 

③－１ フードシェア・マイレージ事業 

 ・「食品ロス」の問題は、世界的な課題として 

注目されており、さいたま市でも家庭の「もえる

ごみ」のうち 6.3％にあたる 1 万 4 千トンが食

品ロスと見込まれている。 

・普段の生活で食品ロスをほとんど出さない 

市民は、4 割程度に留まる一方で、3R（リデュ 

ース、リユース、リサイクル）への市民の取組 

意欲は、9 割と非常に高く、市民参加の機会を 

広げることで、積極的な協力が期待できる。 

・こうした状況を踏まえ、平成 30 年 3 月に 

策定・公表した「第 4 次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」では「食品ロス削減」を 

重点施策に位置付け、発生要因に応じた取組を展開している。 

 

・平成 30 年度は、家庭の余剰食品を常設回収し、 

その内容量に応じて地域ポイントを付与する 

「フードシェア・マイレージ」を実施している。 

回収した食品は、フードバンクを通じて、地域の 

福祉施設に寄付することで、食品ロス削減を 

図る。 

・この事業スキームにより、家庭の余剰食品を 

ごみになる前に「1 ポイント(＝１円)/100g」のポイ 

ント還元で回収することで、ごみ処理に係る行政 

コストを削減できる。(ごみ処理原価と比較し、75％

のコスト削減)  

・また、地域ポイントを活用したフードドライブは全国初の取組であり、「捨てられるはずの

食品」が開始 6 か月で約 202 ㎏も集まるなど市民からも好評であることから、市内全域へ

の拡大に向け、検討を進めているところである。 

・本事業のほか、各種イベントでのフードドライブも同時並行で進めており、このような取組

を通じて食品ロスを削減していきたいと考えている。 

 

 

③－２ さいたま市地球温暖化対策実行計画の推進 

・さいたま市では「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」に基づき、本市の自然

的・社会的条件に応じた、温室効果ガスの排出の抑制等を総合的かつ計画的に進めるた

め、平成 25 年 3 月に「さいたま市地球温暖化対策実行計画【区域施策編】」を策定し、地
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球温暖化対策を推進している。 

・平時の低炭素化と災害時のエネルギーセキュリティを確保し、暮らしやすく、活力のある

都市として、継続的に成長する「環境未来都市」の実現を目指し、国から「次世代自動車・

スマートエネルギー特区」の指定を受け、下記の 3 つの重点プロジェクトを進めている。 

・ハイパーエネルギーステーションの普及 

電気や水素など、電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）用の多様なエネルギーを

平時、災害時を問わずに供給できるエネルギー供給拠点を整備することで、エネルギーセ

キュリティが確保された低炭素でレジリエンス性の確保された災害に強い都市を構築す

る。 

・スマートホーム・コミュニティの普及 

太陽光発電システムなどの創エネルギー機器の整備に加え、EV、FCV などの活用や、

高断熱・高気密住宅に VtoX 機能を付加していくことにより、平時の省エネルギー化と災害

時のエネルギーセキュリティの確保されたコミュニティを構築する。 

・低炭素型パーソナルモビリティの普及 

低炭素で人にやさしい移動を実現するため、超小型モビリティ等を活用して、その時々

の状況に応じて低炭素なモビリティを選択できるマルチモビリティシェアリングサービスを提

供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業費） 

 3 年間（2019～2021 年）総額：938,091 千円 

                     

                     

 

強く、しなやかな低炭素型コミュニティモデル 

交通の低炭素化 

多様なエネルギーを災害時も供給 
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（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業） 

 

（統合的取組の事業名） 

(仮称)E-KIZUNA グローバルサミット開催に向けたパートナーシップの構築 

 

（取組概要） 

さいたま市が先導的に行っている取組をより深化すべく、グローバルサミットを行い、世

界へ発信する。イクレイを始めとした企業や団体、ステークホルダーとパートナーシップを

構築し、技術や知見を吸収し、「SDGs 国際未来都市・さいたま」として世界に誇れる持続可

能なまちを創出する。 

 

（事業費） 

 3 年間（2019～2021 年）総額：130,000 千円 

 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫） 

前述のとおり、さいたま市には、浦和美園地区において、美園タウンマネジメント協会が

プラットフォームの役割を担い、脱炭素化への様々な取組や環境分野以外の社会実験を

行っているところである。一方大宮駅周辺については、大宮駅グランドセントラルステーショ

ン化構想により、駅周辺街区のまちづくり、交通基盤整備及び駅機能の高度化を図るとと

もに、東日本連携センターは、ヒト・モノ・情報が行き交う地方創生の場として、さいたま市

のプレゼンスの飛躍的な向上が期待できる。また、これら取組を総合的に支援する CS パ

ートナーズの存在など、国内連携も構築している。 

平成 22 年からは EV で安心、快適にどこへでも行ける社会を目指し、自治体・企業首脳

等による意見・情報交換を行う場として、全国でも初めてとなる EV 普及に向けた広域的な

会議「E-KIZUNA サミット・フォーラム in さいたま」を開催している。 

これら各々の取組について、さいたま市の更なる発展、持続可能なまちへ一歩進んだも

のにすべく、既存の E-KIZUNA サミットや各々のプラットフォームに集積されたヒト・モノ・情

報・技術など、新たにグローバルサミットを開催し、それぞれの取組を俯瞰した内容を世界

にアピールする。サミットを通じ、ビジネスチャンス・雇用の拡大を図り、国際的ステークホ

ルダーとの交流を深化させ、既に連携協定済であるイクレイを始めとした様々な団体とパ

ートナーシップを構築し、世界レベルの技術・知見を吸収し、その後の持続可能な発展へと

結び付けていきたい。 
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（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

 

（経済→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：エネルギースマート活用率 

現在（2017 年）： 

12.7%（2015 年度） 

2021 年： 

20.0% 

 

【Society5.0 の実現】 

さいたま市のモデル事業をグローバルサミットで世界的に発信後、世界中のステークホ

ルダーや、企業などとパートナーシップを構築することで、ベンチャー企業等の進出を促す

とともに IoT、ロボット、人工知能（AI)、ビッグデータといった社会の在り方に影響を及ぼす

新たな技術の進展が加速され、これら先端技術をあらゆる産業や環境問題に取り入れ、

経済発展と環境課題の解決を両立していくことにより Society 5.0 の実現を目指していく。 

 特に、東日本連携センターを軸とした経済連携の場を設けることで、環境分野における環

境関連産業の振興を、これまで以上に促進していく。 

 

 

（環境→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：市内総生産（実質） 

現在（2017 年）： 

4 兆 1,588 億円（2015 年） 

2021 年： 

4 兆 9,713 億円 

 

【ビジネス交流の拡大】 

さいたま市のモデル事業を積極的に日本国内、世界へ発信することにより、次世代エネ

ルギーを活用した「省エネ・低炭素なまちづくり」に取り組む「SDGs 国際未来都市・さいた

ま」としてのブランド・イメージが定着し、企業間の交流が生まれ、新たなビジネスチャンス

や雇用の拡大が期待できる。 

さらに、東日本連携センターを軸とした東日本の経済圏創出を進めることで、さいたま市

の交流人口が拡大していくため、さいたま市内における、次世代エネルギー活用に向けた

ビジネスマッチング・ビジネス交流がこれまで以上に活発となる。 
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（３－２－２）経済⇔社会 

 

（経済→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

企業と連携した取組数 

2017 年： 

180 事業 

2021 年： 

2021 年までに 540 事業 

（2019 年から 3 年間の累計） 

 

【新たなパートナーシップの構築】 

本モデル事業が機能することで、さいたま市の取組のみならず、環境に配慮した事業を

展開する様々な市内企業をも世界に発信することにより、市内企業へのビジネスチャンス

拡大と、ESG 投資への誘導が期待できる。ビジネスチャンスの創出や新たなパートナーシ

ップの構築を進めることで、市内における交流・関係人口が拡大し、市内における更なる雇

用・所得を創出することで、さいたま市を持続可能な社会に導く。 

さらには、環境、経済分野を切り口に、新たな国・団体等との国際パートナーシップの構

築を進め、様々なフィールドで国際交流が活発となり、市民の国際的な知見の向上と、国

際的な課題への問題意識の醸成を図り、ひいては国際問題解決に貢献する意思を持つ市

民の醸成を推進する。 

 

 

（社会→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：市内総生産（実質） 

現在（2017 年）： 

4 兆 1,588 億円（2015 年） 

2021 年： 

4 兆 9,713 億円 

 

【地域経済の活性化】 

CS パートナーズに代表される、市民の住みやすさ向上に資する取組を実施する企業・

団体を積極的に発信していくことで、民間の CSR 活動・CSV 活動の見える化と、企業イメ

ージの向上を図り、市内企業・団体の経済活動が活発になり、地域経済の活性化につな

がる。 

更に、さいたま市が持つ官・民・学の連携ノウハウを活かし、市内企業・団体の新たなビ

ジネスチャンスへのチャレンジを後押しするとともに、経済活動が持続可能なものとなるよ

う、様々な手段で支援をしていく。 
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（３－２－３）社会⇔環境 

 

（社会→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：CSR チャレンジ企業数 

現在（2018 年）： 

95 社 

2021 年： 

75 社増 

 

【社会活動への参画促進】 

グローバルパートナーシップ事業が機能することで、さいたま市の施策に賛同・協力して

いる各企業・団体との新たな連携や今までの取組が SDGs の枠組みで整理されることによ

り、それぞれのゴール・ターゲットが明確になる。特にさいたま市の環境分野については

様々な施策が行われており、SDGs の考え方が取り入れられることにより、企業・団体の参

画が明確になり、CSR 活動や、CSV 活動など環境に配慮した社会活動が活発となる。 

 

 

（環境→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

市民意識調査において「住みやすい」「住み続けたい」と思う 

市民の割合 

2018 年： 

84.2%・86.1% 

2021 年： 

90%以上 

 

【パートナーシップの強化と都市ブランドの向上】 

環境に対する施策を、国際会議を通じて世界発信することにより、長年事業に携わって

いた企業・団体の意欲が向上し、ひいては従業員等の士気高揚に繋がり、更なるパートナ

ーシップの強化と官・民・学の協働による事業の展開が見込まれる。 

また、環境に配慮し、かつ、レジリエンスな街並みの創出を、市民の利便性向上と一緒

に推進していくことで、住みやすい・住み続けたいと思う人口割合が向上するとともに、都

市ブランドの向上にもつなげていく。 
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（４）多様なステークホルダーとの連携 

 

 

 

 

 

 

 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

イクレイ 国内外のイクレイ加盟自治体（約 1,500）との調整・連携 

E-KIZUNA Project 協定

締結企業 

電気自動車普及施策「E-KIZUNA Project」の中心的な役割

を担う自動車メーカー等との各種事業の連携 

東京工業大学、埼玉大学

等 

「公民＋学」で進めてきた本市の各種事業の学識としての

参画 

CS パートナーズ CS90※運動に賛同していただいた企業・団体等との包括的

な連携 

（※市民満足度を 90％以上とすることを目指す「さいたま市

CS90 運動」） 

環境省、経済産業省、国

土交通省他 

E-KIZUNA グローバルサミット開催に向けた連携・後援等

（E-KIZUNA Project サミット参加省庁） 

GCTC（総務省との連携） 米国国立標準技術研究所（NIST）が主導する国際的なスマ

ートシティのプログラム「GLOBAL CITY TEAMS 

CHALLENGE（GCTC）」を通じた参加自治体や国との調整・

連携 

会津若松市 スマートシティ・観光・商工の各分野における連携協定都市 

松山市他 （仮称）E-KIZUNA グローバルサミットや SDGs 未来都市実

現に向けた都市間連携 

美園タウンマネジメント協

会 

さいたま市の浦和美園地区において「公民＋学」の各主体

が連携し、生活利便サービスや地域プロモーションなど、主

としてまちづくりに係るソフト分野の企画立案・実証・事業化

に取り組んでいる。 

みその都市デザイン協議

会 

さいたま市の浦和美園地区において「公民＋学」の各主体

が参画し、地域の空間資源を活かしながら、土地利用・街

並み景観・交通環境など、主にまちづくりのハード面の検

討・協議・調整に取り組んでいる。 
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（５）自律的好循環 

 

（事業スキーム） 

地区限定で行っていた、スマートシティの取組を全世界にアピールすることで、経済面で

の新たなビジネスチャンスやパートナーシップの構築が図られ、環境面については、イクレ

イとの協力等により高い世界レベルの知見の吸収が可能となり、社会面では市民の利便

性向上が図られ、自律的好循環が生まれる。人口減少・少子高齢化などの社会的問題に

ついての解決の一助となり、持続可能なまちづくりに大きく貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（将来的な自走に向けた取組） 

・E-KIZUNA グローバルパートナーシップの構築により、国際的な知見の吸収やステークホ

ルダーとの連携が進み、さいたま版 SDGs 国際未来都市の国内外への展開が図られる。 

・培った知識・知見については、既存の東日本連携センターなどのプラットフォームや当事

業を活かしたビジネスマッチングなど、初動期に市が関与することにより、国内外の民間事

業者間の自主的な事業展開が期待できることから、初動期のフォローを行っていく。 

・イクレイを始め、世界各国の関係者との連携を深めることにより、吸収した知見を活かし、

既存事業の再点検が行え、各事業者により PDCA を回すことが可能となり、持続的発展

が見込める。 
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（６）資金スキーム 

 

（総事業費） 

 3 年間（2019～2021 年）総額：2,229,648 千円 

（千円） 

 経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組 
三側面をつな

ぐ統合的取組 
計 

2019 年度 368,555 4,756 34,648 25,000 432,959 

2020 年度 408,555 0 476,243 25,000 909,798 

2021 年度 408,555 0 427,200 80,000 915,755 

計 1,185,665 4,756 938,091 130,000 2,258,512 

 

 

（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 
活用予定

年度 

活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

地方創生推進交付金 

（内閣府) 
2019・2020 

133,952 

（2 年間累計） 

・東日本連携センターの管理・運営について

活用予定 

・大宮駅周辺の民間事業者が実施する東日

本連携に係る事業について活用予定 

（事業決定済） 

 

（民間投資等） 

 さいたま市の浦和美園地区において、スマートシティのモデル構築に向けた「公民＋学」

連携のまちづくりを進めており、新たな地域サービスの創出や地域ブランド力の強化等に

向けて、民間投資を積極的に活用していく。 
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（７）スケジュール 

 

 取組名 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

統
合 

(仮称)E-KIZUNA グロー

バルサミット開催に向け

たパートナーシップの構

築 

  （仮称）E-KIZUNA 

グローバルサミットの開催  

経
済 

①－１ 東日本連携セン

ターの創設 

 

 

 

①－２大宮駅グランドセ

ントラルステーション化

構想 

   

社
会 

②－１ CS90 運動 

 

②－２ 民間企業との連

携(民間シェアサイクル) 

   

環
境 

③－１ フードシェア・マ

イレージ事業 

 

   

PR ツールの製作（～9月） 
ターゲットへの 

プロモーション（～3月） 

ターゲットへの 

プロモーション 

東京五輪会場 
周辺での PR 

フードシェア・マイレージの本格運用 拠点の拡大 
拠点のさらなる拡大に 

向けた検証 拠点のさらなる拡大 

CS90 運動に賛同する企業の拡大・取組の PR 
CS90 運動に賛同する企業の 

拡大・取組の PR 

CS90 運動に賛同する企業の 

拡大・取組の PR 

シェアサイクル普及事業実証実験（データ収集及び分析評価） 本格導入 

ターゲットへの 

プロモーション 

センターを活用した新たなビジネス交流の推進は人的ネットワーク構築の促進 

【広域周遊ルート】 

【東日本連携センター】 

 

GCS プラン(案) 

取りまとめ 

 

GCS プラン 

策定 
GCS プラン（骨子案） 

取りまとめ（～7月） 

 

パブリックコメント 

（7月～8 月） 

 

GCS プラン(案) 

整理 

 

 

都市計画手続き パブコメ 

（仮称）E-KIZUNA グローバルサミットの開催の詳細設計 

パートナーシップ構築に向けた連携・市長のトップセールス等 

開催準備期間 

オリパラを通じた PR サミットを通じた

更なる発展拡充 
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③－２ さいたま市地球

温暖化対策実行計画の

推進 

次世代自動車・スマートエネルギー特区期間（～３月） 

 

各種事業の継続した取組推進 

・脱炭素型地域交通モデル構築事業 

・スマートシティさいたまモデルの構築 等 



2019 年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式２） 

事業名：SDGs 国際未来都市・さいたま 2030 モデルプロジェクト 提案者名：さいたま市 

取組内容の概要 

    

三側面をつなぐ統合的取組 

E-KIZUNA グローバルパートナーシップの構築 

(仮称) 

社会 経済 

環境 

＜取組課題＞ 

交流人口の拡大と 

情報発信拠点の整備 

資源循環 

＜取組課題＞ 

脱炭素化と 

スマートシティの推進 

＜取組課題＞ 

人口減少社会の到来に向け 

誰もが住んでいることを 

誇りに思えるまちづくりの展開 

エネルギー  ●次世代自動車・ 
  スマートエネルギー特区 

 

交流人口 ●東日本連携センターの設置 市民満足度 
●ＣＳ９０運動の推進 

(住みやすいと思う人の人口拡大) 

●民間企業との連携 

(民間シェアサイクル) 
パートナーシップ 基盤整備 ●都市インフラ 

(大宮駅グランドセントラル 

ステーション化構想) 
〇本市のスマートシティへの取組は、「公民＋

学」の連携により事業を推進しており、全国的

に水平展開すべく、国内外の様々な場で情報

発信を行っており、東日本連携センターと併せ

て、地方創生の情報発信・実証実験の場として

先導的な取組を行っている。 

〇これまでの取組を更に加速化させるべく、本

市が開催するグローバルサミット等を通じて全

世界へ発信し、新たなエネルギーへのビジネス

チャンスの拡大や国際的な新パートナ－シップ

の構築を図り、より深化したＳＤＧｓ未来都市モ

デルの実現を図る。 

●フードシェア・ 

マイレージ事業 

・SDGｓの理念を踏まえた本市の「経済」「社会」「環境」の取組について、(仮称)E-KIZUNA グローバルパートナーシップの構築事業を通じ、グローバ

ルサミットを開催し、本市のブランド価値の向上を図るとともに、国際的ステークホルダーとの交流を深化させ、ビジネスチャンス・雇用の拡大を図り、

市民誰もが住んでいることを誇りに思える都市を目指す。 

経済面の相乗効果② 

広域連携・情報発信 

社会面の相乗効果② 

関係人口増による 

地域経済の活発化 

環境面の相乗効果② 

市民の利便性の向上 

経済面の相乗効果① 

人の集客・ 

パートナーシップの構築 

環境面の相乗効果① 

ビジネスチャンスの拡大 

社会面の相乗効果② 

企業のＣＳＲやＣＳＶによ

る環境活動の活発化 
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